
【 資 料 ３ 】

■【社会減対策】働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

1 【新規】働き続けたい職場づくり推進事業 4,800 経済企画課

　若者や女性に「働きたい」「働き続けたい」と思われる市内企業を増やす
ため、多様化する働き方や価値観に対応した魅力ある職場づくりや職場風土
の改善に向けて企業同士が学び合う勉強会等の開催のほか、実践企業への伴
走支援を通じて優良事例を構築し、波及を図る。

2 【新規】若者・女性に選ばれる職場形成推進事業 1,280 男女共同参画推進室

　若者や女性に「働きたい」「働き続けたい」と思われる市内企業を増やす
ため、アンコンシャス・バイアスの解消など、男女共同参画の視点を踏まえ
た職場風土の改善に向けて、企業同士が学び合う勉強会等の開催のほか、実
践企業への伴走支援を通じて優良事例を構築し、波及を図る。

3 【新規】高度ＩＴ人材育成支援事業 15,800 ものづくり推進課

　学生・若者を対象とした市内ＩＴ企業への就職促進や開発体験によるデジ
タル技術の習得支援及び市内ＩＴ企業を対象としたプロジェクトマネー
ジャー（ＰＭ）育成により、市内の高度ＩＴ人材を育成し若者の地元定着に
つなげる。

4 【拡充】ＭＩＣＥ（マイス）誘致推進事業 17,000 観光課

　市内への大規模な消費の喚起につながる一定規模以上の国際会議やコンベ
ンション開催にあたり支援するとともに、さらなる地域経済の活性化に向
け、ＭＩＣＥの誘致拡大を図るため、ＭＩＣＥ支援制度や、誘致プロモー
ションの方法等の調査研究を行う。

5 【拡充】観光客誘致宣伝事業 34,860
観光課
産業振興課

　多くの人に盛岡を訪れてもらえるよう盛岡の観光の魅力発信や、新規ター
ゲット国等へのプロモーションを積極的に展開するほか、盛岡駅観光案内所
の誘導サイン整備や、体験型コンテンツである「街なかさんさ踊り発信事
業」を実施するなど、盛岡ファンの拡大や、観光客のリピーター化を推進す
る。
　また、玉山地域の観光地をＰＲするため、岩洞湖家族旅行村、姫神山、サ
クラパーク姫神などのパンフレットの作成を行う。

6 【拡充】大型観光キャンペーン事業 252,844 観光課
　東日本大震災への支援の感謝と、東北の元気や魅力を国内外に広く発信す
るため、東北絆まつりを盛岡で開催する。また、いわて観光キャンペーン推
進協議会における誘客宣伝活動への参加により、観光客の誘客促進を図る。

未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

　盛岡市総合計画（令和７年度～令和16年度）では、人口対策を本市の喫緊の課題として捉え、これまで以上に重点的・効果的に進めるため、「未来創造
プロジェクト」として施策横断的に取組を推進します。
　令和７年度から９年度までの３年間は、社会減対策「働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト」及び自然減対策「夢を持ち喜びを
感じられる子育て応援プロジェクト」の２つのプロジェクトを重点的に取り組み、生産年齢人口及び若年人口の減少に歯止めをかけ、急速に進行する少子
化と人口減少の緩和・抑制を目指します。

事　　　業　　　名

  雇用・所得などの経済状況に直結する課題の解決を図ることで、若者をはじめとする生産年齢人口を増やす取組を進めるためのプロジェクトです。
　希望する職業を選択できる産業構造へ転換することで、仙台市や東京圏へ労働者が流出することを抑制するとともに、本市の魅力を創造・発信し、
交流人口の増加による市内経済の活性化や、若者をはじめとする移住定住者の増加を目指します。
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【社会減対策】働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

7 【拡充】教育旅行誘致事業 2,420 観光課

　（公財）岩手県観光協会主催の岩手県教育旅行誘致説明会等においてＰＲ
活動を行うほか、自主研修用の修学旅行ガイドブックを作成し、修学旅行誘
致促進に努める。また、10月以降に宿泊する修学旅行生に特産品をプレゼン
トをするおもてなしを施し、盛岡のイメージアップを図る。

8 【拡充】広域観光推進事業 15,604 観光課
　盛岡周辺などの広域観光を推進するため、広域が連携した旅行博へのプロ
モーションに参画するなど、各種広域連携事業の展開、関係団体へ支援補助
等を行い、観光地としての魅力向上と滞在型・周遊型観光の促進を図る。

9 地場・伝統産業振興事業 9,048 ものづくり推進課
　地場・伝統産業の活性化と地場産品の販路拡大に向けて、関係団体と連携
しながら、市の特産品や産業などを宣伝・紹介する物産展等を開催するとと
もに、盛岡ブランド品認定制度による特産品の競争力の強化を図る。

10 地域事業者等伴走支援事業 4,634 経済企画課
　企業サポート専門員による事業者訪問を通じて、中小企業者等の経営課題
を把握し、必要な支援につなげることで、企業の経営力強化などを支援す
る。

11 地域企業等伴走支援事業 4,362 ものづくり推進課
　市内企業等を積極的に巡回する企業サポート専門員を設置し、企業ニーズ
の把握や産業支援機関の支援内容等の情報収集に努め、企業の経営活動を支
援する。

12 起業家支援事業 100 ものづくり推進課
　「起業家塾＠もりおか」などの各種セミナーや交流会の開催により、起業
を促進する。

13 地域企業成長加速支援事業 6,000 ものづくり推進課

　発展途上にある盛岡広域のスタートアップ企業に対して伴走支援やコミュ
ニティ形成を促すことで地域産業の牽引役としてモデルとなる成長事業を創
出することにより、本市においてスタートアップの集積創出と高度人材の地
元定着を推進する。

14 成長分野拠点形成支援事業 3,500 ものづくり推進課

　ヘルステック産業の集積拠点を形成するため、ライフサイエンス分野に係
る企業間・産学官金の連携を目的としたセミナーの開催や関連企業が実施す
るインターンシップ等の取組を支援することにより、産業の高度化と学生の
地元定着を促進する。

15 工場新設拡充等事業 73,046 ものづくり推進課
　産業の振興と雇用機会の創出を図るため、各種助成などにより工場の新
設・拡充を奨励するとともに、製造業及び情報通信業を対象とした企業の誘
致を推進する。

事　　　業　　　名
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【社会減対策】働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

16 盛岡広域企業誘致推進事業 814 ものづくり推進課
　盛岡広域の産学官金が連携した取り組みを推進し、盛岡広域の特性を活か
した産業の集積や成長を図るため、東京都内で企業立地セミナー等を開催
し、企業誘致を推進する

17 工業用地確保推進事業 2,442 ものづくり推進課

　「第２期盛岡市工業振興ビジョン」で課題としている「用地の不足、工業
の集積への取組」に対応するため、専門機関の知見を活用し、新たな工業用
地の候補地や整備手法の検討を行うとともに、地域経済を牽引する企業の誘
致に取り組む。

18 盛岡南地区物流拠点整備事業 291,614
新産業拠点形成推進
事務局

　企業誘致の推進と新たな雇用創出を図るため、盛岡南地区物流拠点整備基
本計画に基づき、物流拠点を整備する。物流拠点の整備は開発のノウハウを
持つ開発事業者が行い、市は物流拠点内の市道の整備等を行う。

19 新産業等用地整備事業 121,543
新産業拠点形成推進
事務局

　盛岡市新産業等用地整備基本計画に基づき、企業の高付加価値化を実現す
るための「ものづくり拠点」の形成を目指し、食料品製造業等のリーディン
グ産業や、ヘルステック産業など先端技術により新技術・新製品開発を行う
企業の集積を図る。

20 新規就農支援事業 47,337
農政課
産業振興課

　農業を始めようとする人を対象に就農相談を行うとともに、国の新規就農
者育成総合対策の実施及び盛岡市親元就農給付金の交付により、新規就農者
への支援の充実を図り、担い手の育成と新規就農者の確保に取り組む。

21 地域みらい農業人材支援事業 8,000 農政課
　農業者の離農を抑止し、多様な農業人材も含めたこれからの地域農業を担
う者を支援するため、農業用機械等の新規購入、更新及び修繕に係る経費に
対し補助金を交付する。

22 木育推進事業 5,195 林政課
　木材の良さを体感してもらい、市産材の更なる利用促進と職業意識の醸成
を図るため、中学校における市産材木工材料の配付や出前講座、盛岡市動物
公園ZOOMOを会場とした林業イベントを実施する。

23 林業労働対策事業 16,751 林政課
　林業の魅力発信と担い手確保を目的に「森の仕事見学会」を実施するとと
もに、新規就労者を雇用する事業体に対し、人件費や安全器具購入費用の補
助を行う。

24 市産材利用拡大推進事業 3,744 林政課
　市内の森林から生産された木材（市産材）を利用する住宅及び店舗の新
築・増改築・リフォームに補助することにより、市産材の利用の促進を図
る。

事　　　業　　　名
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【社会減対策】働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

25 森林づかいイノベーション事業 33,018 林政課
　市内の森林から生産される産物（木材等）または森林空間を活用する企業
等の取組を募集し、補助を行うことで、森林及び木材等に関わる産業の拡大
と民間における機運醸成を図る。

26 木質バイオマス利用推進事業 2,500 林政課
　木質バイオマス燃料の利用促進及び地域の森林資源の利用拡大を図るた
め、市内の住宅及び飲食店等店舗への薪ストーブ設置に対し、設置費用の一
部を補助する。

27 中山間地域等直接支払事業 60,301
農政課
産業振興課

　農業生産条件が不利な中山間地域における耕作放棄地の発生を防止し、国
土保全・水源かん養などの多面的機能の確保を図るため、農業生産活動など
を行う農業者を支援する。

28 多面的機能支払交付金事業 189,745
農政課
産業振興課

　地域共同による農地・農業用水等の保全管理や施設の長寿命化のための活
動等を支援する。

29 森林適正管理推進事業 40,512 林政課
　私有林における間伐等の保育作業、再造林及び間伐材の搬出並びに間伐等
に利用する作業道の開設・改良に要する経費に対して補助を行い、森林の適
正な管理を促進する。

30 食と農のバリューアップ推進事業 16,323 農政課
　第２期もりおかの食と農バリューアップ推進戦略に基づき、地域外の販売
強化、地域内の食農教育及び農業と他産業の連携に取り組む。

31 大学等提携講義事業 510 ものづくり推進課

　大学と提携した講義を実施し、学生が盛岡市の魅力や社会課題を認識する
機会を創出するとともに、社会課題解決等に取り組む地元企業・スタート
アップ企業の活動を学ぶことにより、地域人材の育成や地域課題解決、起業
等を促進する。

32 高校生キャリア形成支援事業 6,506 経済企画課
　高校生と地元企業で働く従業員との交流プログラムを実施するほか、キャ
リアサポート専門員を配置し、若者と地元企業をつなぐ取組を通じて、高校
生のキャリア形成を支援し、地元定着と企業の人材確保につなげる。

33 ジョブカフェいわて運営事業 6,138 経済企画課
　岩手県が設置する「ジョブカフェいわて」の運営に参画し、若者へのきめ
細やかな職業相談や職業意識の啓発を行うとともに、就職に関する情報提
供、カウンセリング等を行う。

事　　　業　　　名
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【社会減対策】働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

34 国際リニアコライダー誘致推進事業 1,307
国際リニアコライ
ダー推進事務局

　国際リニアコライダー（ILC）の誘致実現に向けた活動を推進するほか、誘
致実現を見据え、国際化に向けたまちづくりを推進するための取組を行う。

35 盛岡ブランド確立事業 1,723 都市戦略室
　市民一人ひとりが自分たちのまちに対し誇りや愛着を抱く愛郷心醸成と、
盛岡の価値や魅力を積極的に市内外に発信するシティプロモーションの推進
により、盛岡ブランドの市内外への一層の浸透を図る取組を行う。

36 地域おこし協力隊採用事業 3,213 都市戦略室
　本市の地域振興に資することを目的とし、地域のニーズや求められるテー
マに応じて「地域おこし協力隊」を採用する。

37 地域おこし協力隊活用事業 59,198

情報企画課・都市戦
略室・健康増進課・
農政課・産業振興
課・林政課・観光
課・都市計画課

　本市の地域振興に資するため、地域のニーズや求められるテーマに応じて
「地域おこし協力隊」を積極的に活用し、多様な視点を生かした地域の活性
化に取り組む。

38 もりおか元気応援寄附金推進事業 487,668 都市戦略室

　自分が生まれ育った「ふるさと」を応援したい、「ふるさと」に貢献した
いという想いを形にする仕組みである「ふるさと納税」制度を通じ、本市の
魅力を発信するとともに、寄附を原資として地方創生に資する事業を実施す
る。

39 地域活性化起業人活用事業 2,000 都市戦略室

　三大都市圏に所在する民間企業等に所属する社員又は所属していた個人を
一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を生かし、地域独自の魅力や価値の
向上につながる業務に従事してもらうことで、地域活性化の取組を効果的・
効率的に展開する。

40 舟運実行委員会関連事業 800 都市再生課

　市民協働の推進や観光振興、中心市街地活性化を図るため、中心市街地を
流れる北上川において、市民団体、国、市が一丸となり、かつて盛んだった
舟運のほか、関連イベント等に取り組み、河川空間をにぎわい創出の場とし
て活用する。

41 移住・定住対策事業 52,666 都市戦略室
　移住定住の促進に向け、移住コーディネーターによる移住相談や東京圏等
での移住イベントへの出展、お試し移住体験やまち歩きツアーの実施のほ
か、移住支援金等の支給に取り組む。

42 関係人口対策事業 14,949 都市戦略室
　関係人口の創出拡大に向け、ＳＮＳ等を活用した盛岡の魅力の発信や関係
人口等交流拠点の設置運営、盛岡ファンなどの関係人口登録制度の運用に取
り組む。

事　　　業　　　名
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【社会減対策】働きたい・住み続けたい・行ってみたいまち創造プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

43 観光ＤＸ推進事業 902 観光課
　観光消費額調査を実施し、観光客の消費行動を把握することにより、戦略
的なプロモーションの展開を図り、観光客の誘致を促進する。

44 まつり・イベント振興事業 54,210
観光課
玉山総合事務所総務
課

　伝統的な祭り行事の保存継承や、持続可能な開催に対する支援を行う。ま
た、祭り行事等の魅力向上を図るとともに、観光客の体験機会を創出するな
ど、更なる誘客活動を展開する。
　また、玉山地域の活性化と観光等をはじめとした地域振興を図るため、地
域に根ざしたまつりを開催する。

45 国際観光推進事業 1,651 観光課
　多言語に対応したデジタル観光マップの内容充実を図るほか、外国人観光
客向けの観光パンフレットを作成し、外国人観光客の積極的な誘客促進を図
る。

46 産休等代替職員費助成事業 10,659 子育てあんしん課
　私立保育所、児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設等に対して産休・
病休代替職員の雇用に要する費用を交付し、職員の健康保持、雇用の安定を
図るとともに、良好な保育体制の維持及び運営の負担軽減を図る。

47 保育士確保対策事業 101,079 子育てあんしん課
　保育士奨学金返還支援給付金、保育士宿舎借上げ支援事業、若手保育士処
遇改善事業、保育体制強化事業等により経済的支援等を行い、保育士確保に
つなげる。

48 介護職員奨学金返還支援事業 7,648 介護保険課
　介護職員の経済的負担を軽減して市内の介護事業所における人材確保及び
定着促進を図るため、在職中の職員に対し奨学金返済の一部を補助する。

2,097,964

事　　　業　　　名
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【自然減対策】夢を持ち喜びを感じられる子育て応援プロジェクト

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

1 【新規】５歳児健康診査事業 4,558 母子健康課

　言語理解や社会性が高まる時期である５歳児を対象に、心身の発達状況や
生活習慣等を総合的に把握して、子どもの特性を早期に発見し、特性に合わ
せた適切な支援を行うことで、安心して就学を迎えることを目的として健康
診査を実施する。

2 【新規】
私立児童福祉施設整備助成事業
（大新保育園大規模修繕工事補助）

109,313 子育てあんしん課
　施設の老朽化等への対応として、保育環境の改善及び安全性の確保を図る
ため、大新保育園の大規模修繕に係る費用の補助を行う。

3 【新規】
乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園制度の本格実施）

3,919 子育てあんしん課

　全ての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な成育環境を整備するととも
に、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわら
ない形での子育て支援を強化するため、令和８年度から法に基づく新たな給
付制度として、乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）を本格実施す
る。

4 特別保育事業 299,721 子育てあんしん課
　保護者の就労環境の多様化などに対応した保育サービスとして、延長保
育、一時預かり、発達支援保育を行う。

5 病児保育事業 101,182 子育てあんしん課

　病気回復期及び病気の回復期に至らない、保育を必要とする児童を一時的
に預かり保育を行う。また、保育所に通所している児童が保育中に微熱を出
すなど体調不良となった場合に、保護者が迎えに来るまでの間、保育所にお
いて緊急的な対応及び保健的な対応を図り保育を行う。

6 私立児童福祉施設助成事業（副食費） 51,579 子育てあんしん課
　幼児教育・保育の無償化に伴い実費徴収となった３歳から５歳児の副食費
について、年収550万円未満相当世帯に対し、上限の範囲で助成する。

7 認定こども園等給付事業（独自無償化） 242,561 子育てあんしん課
　認定こども園等の０歳から２歳児の保育料を、所得制限を設けず第２子以
降無償化し、経済的負担を軽減する。

8 子育てのための施設等利用給付事業 97,050 子育てあんしん課
　幼児教育・保育の無償化に伴い、新制度に移行していない幼稚園や認可外
保育施設等の保育料及び預かり保育事業等の利用料相当分について給付を行
う。

事　　　業　　　名

　複雑化・多様化する子育ての課題の解決を図ることで、安心して子育てができる環境を創出する取組を推進するためのプロジェクトです。
　結婚・妊娠・出産・子育てへの不安をなくし、合計特殊出生率の減少に歯止めをかけ、少子化の進行を緩和させることを目指します。
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【自然減対策】夢を持ち喜びを感じられる子育て応援プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

9 地域における子育てサロン支援事業 349 こども家庭センター

　民生児童委員活動の充実のため、民生児童委員が主体的に取り組んでいる
子育てサロンの支援（新生児世帯に対する「子育てサロン意識等調査」等）
や地域における子育て支援の積極的な推進、周知を図るためのフォーラムの
開催等を通して、子どもを守る地域ネットワーク機能の強化を図る。

10 放課後児童クラブ施設整備事業 56,672 子ども青少年課
　国の「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後の居場所の充実を
図るため、余裕教室を活用した放課後児童クラブの整備を行う。

11 ファミリーサポートセンター事業 10,300 子ども青少年課
　地域において、会員同士が育児等の相互援助を行うことを支援する事業を
実施する。

12 妊婦子育て支援事業 16,771 こども家庭センター
　妊娠期から子育て期にわたるまでの保健や育児に関する様々な悩み等に円
滑に対応するため、保健師等が専門的な見地から相談支援等を実施し、切れ
目ない支援体制を構築する。

13 妊産婦医療費給付事業 83,331 医療助成年金課
　妊娠５か月又は８か月から出産した月の翌月末までの医療費の一部負担金
の全額又は一部を助成する。

14 乳幼児医療費給付事業 425,743 医療助成年金課 　未就学児の医療費の一部負担金の全額を助成する。

15 小学生医療費給付事業 324,009 医療助成年金課 　小学生の医療費の一部負担金の全額又は一部を助成する。

16 中学生医療費給付事業 159,136 医療助成年金課 　中学生の医療費の一部負担金の全額又は一部を助成する。

17 高校生等医療費給付事業 163,912 医療助成年金課 　高校生等の医療費の一部負担金の全額又は一部を助成する。

事　　　業　　　名
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未来創造プロジェクト事業に係る令和８年度当初予算の状況

■【自然減対策】夢を持ち喜びを感じられる子育て応援プロジェクト（つづき）

No.  事業費(千円) 事業担当課 事業概要

18 こども家庭支援事業 34,178 こども家庭センター
　子どもや保護者に寄り添い、訪問等による継続的な相談・支援を行い、児
童虐待の発生予防と早期発見、早期対応を行う。

19 子ども未来基金事業 25,881 子ども青少年課
　子ども未来基金を活用して、市民等が企画提案し、実施する子ども及びそ
の保護者に対する支援活動に関する経費を補助する。

20 母子保健事業 210,293
母子健康課
住民福祉課

　妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進を図るために、健康診査や産後ケア等
を実施するとともに、妊娠・出産・子育て等の知識の普及のために、各種教
室を開催する。

21 乳幼児健康診査事業 77,095
母子健康課
住民福祉課

　乳幼児期における健康の保持増進を図り、疾病や発育、発達及び育児環境
上の課題を早期に発見し適切な支援を行うために、月齢を区切り健康診査を
実施する。

22 乳幼児総合診査事業 3,748 母子健康課
　心身の発達に課題や心配がある幼児を早期に発見するために、精神発達専
門員が発達検査や専門的相談を行い、必要時、親子教室利用や各種療育機関
につなげ支援を行う。

23 不妊に悩む方への特定治療支援事業 2,052 母子健康課

　内丸メディカルセンター内に岩手県と共同で「岩手・盛岡不妊専門相談セ
ンター」を設置し、夫婦の健康状況に応じた不妊症、不育症に関する相談指
導、情報提供を実施する。また、不育症の検査費用や特定不妊治療に係る交
通費の一部を助成することにより、子どもを望む夫婦の経済的負担軽減を図
る。

24 乳児家庭全戸訪問等事業 5,963 母子健康課
　生後４か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情
報提供及び養育環境等の把握を行い、乳児家庭の孤立化を防いで、乳児の健
全な育成環境の整備を図る。

25 妊婦のための支援給付等事業 188,007 母子健康課

　妊娠期から出産・子育て期まで、面談やアンケート等により様々なニーズ
を把握しながら相談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型相談支援を実施する
とともに、妊婦に妊婦支援給付金を支給することにより、経済的支援を実施
し、全ての妊婦が安心して出産・子育てができる環境を整備する。

2,697,323

事　　　業　　　名
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